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特集 会社法改正・税制改正で広がった選択肢

スクイーズアウトの法務・税務・会計
Ⅴ
ス
キ
ー
ム
別
の
法
務
・
税
務
・
会
計
③

全
部
取
得
条
項
付
種
類
株
式

の
場
合
の
ポ
イ
ン
ト

手
続
選
択
に
お
け
る

法
務
上
の
ポ
イ
ン
ト

⑴
　
概
　
要

全
部
取
得
条
項
付
種
類
株
式
の
制
度

は
、
債
務
超
過
の
会
社
が
１
０
０
％
減
資

を
行
う
こ
と
を
念
頭
に
創
設
さ
れ
た
。
そ

の
後
、
同
制
度
は
、
会
社
が
既
発
行
株
式

の
内
容
を
変
更
す
る
た
め
に
も
利
用
さ
れ

る
よ
う
に
な
り
、
平
成
26
年
会
社
法
改
正

に
よ
り
ス
ク
イ
ー
ズ
ア
ウ
ト
の
選
択
肢
が

広
が
る
ま
で
は
、
ス
ク
イ
ー
ズ
ア
ウ
ト
の

代
表
的
な
方
法
と
し
て
用
い
ら
れ
て
き

た
。

⑵
　
株
主
総
会
開
催
の
必
要
性

全
部
取
得
条
項
付
種
類
株
式
発
行
の
た

め
の
定
款
変
更
お
よ
び
全
部
取
得
条
項
付

種
類
株
式
の
取
得
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ

れ
に
つ
い
て
対
象
会
社
の
株
主
総
会
で
の

特
別
決
議
が
必
要
で
あ
る
と
こ
ろ（
会
171
、

466
、
309
②
十
一
）、
同
一
の
株
主
総
会
に

お
い
て
承
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
解
さ

れ
て
い
る
。合
併
や
株
式
交
換
と
異
な
り
、

実
施
支
配
株
主
に
お
け
る
株
主
総
会
に
お

け
る
承
認
は
不
要
で
あ
る
が
、
対
象
会
社

に
お
け
る
株
主
総
会
の
特
別
決
議
は
必
ず

必
要
で
あ
る
。

⑶
　
端
数
処
理
手
続

全
部
取
得
条
項
付
種
類
株
式
に
よ
る
ス

ク
イ
ー
ズ
ア
ウ
ト
で
は
、
全
部
取
得
条
項

付
種
類
株
式
を
取
得
す
る
対
価
と
し
て
、

対
象
会
社
の
別
の
種
類
の
株
式
の
端
数

（
１
株
に
満
た
な
い
株
式
）が
各
少
数
株
主

に
交
付
さ
れ
る
と
こ
ろ
、
当
該
端
数
に
代

え
て
金
銭
を
交
付
す
る
。
そ
の
た
め
、
か

か
る
金
銭
を
交
付
す
る
た
め
の
端
数
処
理

の
手
続
が
必
要
と
な
る
。

端
数
処
理
と
し
て
は
、
通
常
、
対
象
会

社
が
、
端
数
の
合
計
数
に
相
当
す
る
数
の

株
式（
１
株
未
満
の
端
数
は
切
捨
て
）を
、

裁
判
所
の
許
可
を
得
て
実
施
支
配
株
主
に

売
却
し
、
売
却
代
金
を
端
数
に
応
じ
た
割

合
で
各
株
主
に
交
付
す
る（
会
234
）。
裁
判

所
の
許
可
の
申
立
て
の
た
め
に
は
、
対
象

会
社
の
取
締
役
全
員
の
同
意
を
得
る
必
要

が
あ
る（
会
234
②
）。
少
数
株
主
が
最
終
的

に
排
除
さ
れ
る
の
は
、
端
数
処
理
の
終
了

後
と
な
る
。

全
部
取
得
条
項
付
種
類
株
式
の
取
得
の

対
価
に
つ
い
て
は
、
通
常
、
各
少
数
株
主

に
交
付
さ
れ
る
株
式
が
い
ず
れ
も
１
株
未

満
の
端
数
と
な
る
よ
う
に
設
定
さ
れ
、
か

つ
、
端
数
の
合
計
数
が
１
株
以
上
と
な
る

よ
う
に
設
定
さ
れ
る
。
端
数
の
合
計
数
が

１
株
以
上
と
な
ら
な
い
と
、
端
数
が
切
り

捨
て
ら
れ（
会
234
①
）、
少
数
株
主
に
端
数

の
合
計
数
に
相
当
す
る
１
株
以
上
の
株
式

を
売
却
し
て
金
銭
を
交
付
す
る
こ
と
が
で

き
な
く
な
る
た
め
で
あ
る
。
こ
の
点
、
少

数
株
主
が
株
式
買
取
請
求
権
を
行
使
し
た

り
、
取
得
価
格
決
定
の
申
立
て
を
し
た
場

合
は
、端
数
の
合
計
数
に
変
動
が
生
じ
て
、

端
数
の
合
計
数
が
１
株
未
満
と
な
り
、
端

数
処
理
が
行
え
な
く
な
る
と
い
う
リ
ス
ク

が
あ
る
。

⑷
　
対
象
会
社
の
新
株
予
約
権
の

処
理

全
部
取
得
条
項
付
種
類
株
式
に
よ
る
ス

ク
イ
ー
ズ
ア
ウ
ト
で
は
、
新
株
予
約
権
を

そ
の
対
象
に
含
め
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

し
た
が
っ
て
、
対
象
会
社
が
新
株
予
約
権

を
発
行
し
て
い
る
場
合
は
、
任
意
放
棄
等

の
個
別
の
新
株
予
約
権
者
の
協
力
が
必
要

と
な
る
。
た
だ
し
、
新
株
予
約
権
に
全
部

取
得
条
項
が
付
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
当

該
条
項
を
利
用
し
て
処
理
す
る
こ
と
が
可

⑵
　
連
結
財
務
諸
表
上
の
会
計
処

理連
結
財
務
諸
表
上
、
子
会
社
株
式
の
追

加
取
得
と
し
て
の
会
計
処
理
、す
な
わ
ち
、

追
加
取
得
し
た
株
式
に
対
応
す
る
持
分
を

非
支
配
株
主
持
分
か
ら
減
額
す
る
処
理
を

行
う
。
ま
た
、増
加
し
た
親
会
社
持
分
は
、

追
加
取
得
し
た
株
式
の
取
得
原
価
と
相
殺

し
、
差
額
を
資
本
剰
余
金
と
し
て
処
理
す

る（
連
結
会
計
基
準
28
項
、
日
本
公
認
会

計
士
協
会
会
計
制
度
委
員
会
７
号「
連
結

財
務
諸
表
に
お
け
る
資
本
連
結
手
続
に
関

す
る
実
務
指
針
」（
以
下
、「
資
本
連
結
実
務

指
針
」と
い
う
）37
項
）。


